
交付運用報告書

■運用報告書に関するお問い合わせ先

コールセンター0120 -104 - 694
（受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで）

お客さまのお取引内容につきましては、購入された販
売会社にお問い合わせください。

当ファンドは投資信託約款において、運用報告書（全体版）を電磁的方法によりご提供する旨を定めております。運用報告
書（全体版）は、下記のホームページにアクセスし、「基準価額一覧」等から当ファンドの名称を選択いただき、ファンド
の詳細ページから閲覧、ダウンロードすることができます。また、運用報告書（全体版）は受益者のご請求により交付され
ます。交付をご請求される方は、販売会社までお問い合わせください。

東京都千代田区丸の内1-8-2　https://www.am-one.co.jp/

受益者の皆さまへ
毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼申し上げ
ます。
当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じ
て、主としてわが国の金融商品取引所に上場す
る株式（上場予定を含みます。）に実質的に投
資を行い、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当
込み）をベンチマークとして中長期的な観点で
これを上回る投資成果と持続可能な社会の実現
の促進をめざして運用を行います。
当作成対象期間につきましても、これに沿った
運用を行いました。ここに、運用経過等をご報
告申し上げます。
今後とも一層のご愛顧を賜りますようお願い申
し上げます。

作成対象期間 2023年９月28日～2024年９月27日

第２期 決算日：2024年９月27日

第２期末
（2024年９月27日）

基 準 価 額 13,907円
純資産総額 222百万円

第２期 騰 落 率 26.7％
分配金合計 0円

（注１）騰落率は分配金再投資基準価額の騰落率を表示しています。
（注２）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。

Ｏｎｅ国内株式ＥＳＧフォーカスファンド＜ＤＣ年金＞
追加型投信／国内／株式
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Ｏｎｅ国内株式ＥＳＧフォーカスファンド＜ＤＣ年金＞

運用経過の説明
基準価額等の推移

（注１）分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも
のです。

（注２）分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり
ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

（注３）分配金再投資基準価額およびベンチマーク（東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み））は、期首の基準価額に合わせて指数化していま
す。なお、ベンチマークについては後掲の＜当ファンドのベンチマークについて＞をご参照ください。

基準価額の主な変動要因
　期首から2024年７月までは、米欧の金融政策が緩和スタンスに転換する期待が出てきたことや日銀
がマイナス金利政策の解除後も緩和的な政策を維持するとの見方が広がったことなどから、国内株式市
場は堅調に推移し、基準価額も上昇しました。８月から期末までは、円高ドル安が進み、国内企業の業
績に対する不透明感が出てきたことなどを受け、国内株式市場も軟調な展開となり、基準価額も下落し
ました。
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第１期末
（2023.９.27）

第２期末
（2024.９.27）

（億円）（円）

基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸） ベンチマーク（左軸）純資産総額（右軸）

第 ２ 期 首 ： 10,972円
第 ２ 期 末 ： 13,907円
（既払分配金０円）
騰 落 率 ： 26.7％
（分配金再投資ベース）
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１万口当たりの費用明細

項目

第２期

項目の概要（2023年９月28日
～2024年９月27日）
金額 比率

(ａ) 信託報酬 104円 0.836％ (ａ) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
期中の平均基準価額は12,476円です。

（投信会社） ( 55) (0.440) 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価

（販売会社） ( 45) (0.363) 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価

（受託会社） (  4) (0.033) 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価

(ｂ) 売買委託手数料 144 1.150 (ｂ) 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料

（株式） (144) (1.150)
(ｃ) その他費用 0 0.002 (ｃ) その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

（監査費用） (  0) (0.002) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用
合計 248 1.988

（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で
す。なお、売買委託手数料は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みま
す。

（注２）金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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Ｏｎｅ国内株式ＥＳＧフォーカスファンド＜ＤＣ年金＞

（参考情報）
◆総経費率
　当期中の運用・管理にかかった費用の総額を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当た
り）を乗じた数で除した総経費率（年率）は0.84％です。

（注１）１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注３）各比率は、年率換算した値です。
（注４）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。

その他費用
0.00％

運用管理費用
（投信会社）
0.44％

総経費率
0.84％

運用管理費用
（販売会社）
0.36％

運用管理費用
（受託会社）
0.03％
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最近５年間の基準価額等の推移

（注１）分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも
のです。

（注２）分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり
ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

（注３）基準価額は、設定日前日を10,000として計算しています。
（注４）分配金再投資基準価額およびベンチマーク（東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み））は、設定日前日を10,000として指数化していま

す。

2022年11月16日
設定日

2023年９月27日
決算日

2024年９月27日
決算日

基準価額（分配落） （円） 10,000 10,972 13,907

期間分配金合計（税引前） （円） － 0 0

分配金再投資基準価額の騰落率 （％） － 9.7 26.7

ベンチマークの騰落率 （％） － 23.2 18.9

純資産総額 （百万円） 1 24 222
（注）設定日の基準価額は設定当初の金額、純資産総額は設定当初の元本額を表示しております。
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（億円）（円） （2019.９.27～2024.９.27）

基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸） ベンチマーク（左軸）純資産総額（右軸）
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Ｏｎｅ国内株式ＥＳＧフォーカスファンド＜ＤＣ年金＞

投資環境
　国内株式市場は、期首から2024年７月までは、米欧の金融政策が緩和スタンスに転換する期待が出
てきたことや日銀がマイナス金利政策の解除後も緩和的な政策を維持するとの見方が広がったことなど
から、堅調に推移しました。８月から期末までは、円高ドル安が進み、国内企業の業績に対する不透明
感が出てきたことなどを受け、国内株式市場は軟調な展開となりました。

ポートフォリオについて
●当ファンド
　国内株式ＥＳＧフォーカス・マザーファンドを高位に組入れた運用を行いました。株式の実質組入比
率は90％程度以上とする積極運用を行いました。

●国内株式ＥＳＧフォーカス・マザーファンド
　環境・社会に関する課題を解決する事業を行う企業や、課題解決に向けた事業環境の変化に積極的に
対応できる企業統治に優れた企業を組入れる一方、株価上昇により割高感がある銘柄や競争環境の変化
により成長が期待できなくなった銘柄を売却しました。具体的には栗田工業や住友林業を購入する一方、
東京エレクトロンや塩野義製薬を売却しました。また、組入銘柄のうちＥＳＧを主要な要素として選定
する銘柄の組入比率を合計70％以上として運用を行いました。ＥＳＧに関する詳細は次ページ以降をご
参照ください。
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※以下のデータは決算日（2024年９月27日）時点のものです。

≪マテリアリティ・マップにおける課題の特定≫
　国内株式ＥＳＧフォーカス・マザーファンド（以下、マザーファンド）は、環境・社会に関する課題
を解決する事業を行う企業や、環境や課題解決へ向けた環境変化に積極的に対応ができる企業の２つの
視点で組入銘柄を選択します。組入銘柄を選別する際に評価する環境・社会課題は、アセットマネジメ
ントＯｎｅ（以下、当社）が定めるマテリアリティ・マップ（持続可能な社会実現に向けた重要性と企
業業績への影響の大きさを勘案し、当社として考える取り組むべき環境・社会の課題を捉えたもの）に
定めるものです。各社の課題解決のための事業の成長性やＥＳＧ課題への取組状況を評価します。

3 資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

ファンドの目的・特色

ポイント①　マテリアリティ・マップにおける課題の特定

■委託会社では、持続可能な社会の実現に向けた重要性と企業業績への影響の大きさを勘案し、委託会社
として考える取り組むべき環境・社会の課題を捉えた「マテリアリティ・マップ」を策定します。このマテリ
アリティ・マップの中から、より持続可能な社会に向けて重大なものかつ企業業績に大きな影響がある課
題（特に重要な課題）については、フォーカスエリアとして位置付けます。

■当ファンドでは、このような課題の重要性に関する分析を基に投資機会の発掘やリスクの把握に努めま
す。環境・社会に関する課題の解決に貢献する企業や環境・社会の課題が迫るビジネス環境の変化により
早く上手に対応する企業は、社会全体が持続可能な形態に移行するにつれて、その持続的な成長性や競
争優位性が評価されるとみられることから、これら企業による取り組みの成果は、当ファンドにおいて継
続的なリターンの獲得やベンチマークに対する超過収益の源泉となることが期待されます。

・ESGマクロ調査を通じた銘柄選定においては、マテリアリティ・マップに挙げられている課題すべてに着目します。
・フォーカスエリアは、企業に求められる要求水準の策定およびエンゲージメントの実施において活用します。

マテリアリティ・マップ（イメージ図）

持続可能な
社会の実現
における
重要性

（サステナブ
ル・マテリア
リティ）

企業業績への影響の大きさ（フィナンシャル・マテリアリティ）

気候変動
生物多様性と環境破壊
人権と健康、ウェルビーイング

非常に大きい

非常に重要 フォーカスエリア

■ デジタルパワーの
　 個人・企業・国家
　 への過度な集中

■ 感染症

水質・大気・
土壌汚染

水資源
サーキュラエコノミー
持続可能な
フードシステム

■ 教育格差
■ 紛争、政情不安

■ 人口動態

　 自然ハザード

■ サイバーセキュリティ

■ ダイバーシティ、エクイティ＆
インクルージョン

■ 持続可能な都市

■

※上記は、2024年３月末現在の委託会社のマテリアリティ・マップにおいて委託会社がフォーカスエリアと位置付ける社会課題の全て
と、その他の社会課題から一部抜粋した課題をもとに作成したイメージ図です。マテリアリティ・マップの内容は、社会環境等によっ
て変更する場合があります。

フォーカスエリアにおける課題と問題意識
課題 問題意識

気候変動 気候変動リスクの低減には脱炭素社会への転換と大きな投資の流れ
が必要。

生物多様性と環境破壊 生物多様性の回復には人口増加に応じて地球環境に負荷をかける経
済システムからの脱却が必要。

人権と健康、ウェルビーイング
持続可能な社会の実現には、すべての人の人権が尊重され、ウェル
ビーイング(心身ともに健康で仕事や地域社会で自分らしさを発揮し
満たされた状態であること)が実感できる社会であることが必要。

※上記の内容は、2024年３月末時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。
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上記は、決算日現在の当社のマテリアリティ・マップにおいて当社がフォーカスエリアと位置付ける社会課題の全てと、その他の社会
課題から一部抜粋した課題をもとに作成したイメージ図です。マテリアリティ・マップの内容は、社会環境等によって変更する場合が
あります。

※上記の内容は、決算日現在のものであり、今後予告なく変更される場合があります。
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Ｏｎｅ国内株式ＥＳＧフォーカスファンド＜ＤＣ年金＞

≪ＥＳＧマクロ調査に基づく銘柄選択≫
　ＥＳＧマクロ調査として、マテリアリティ・マップを基に、環境・社会の課題について、原因・構造
や期待される解決策、解決までの時間軸といった課題解決までのロードマップを調査し、課題解決に対
する事業機会や既存ビジネスへの影響について分析しました。その分析結果を踏まえ、【Ａ】環境・社
会課題を解決する事業を行う企業の抽出を行い、これら事業における現在または将来の売上高や利益の
比率が、全体の50％以上を占めていることを条件として抽出しました。また、【Ｂ】環境や課題解決へ
向けた環境変化に積極的に対応ができる企業にも投資を行いました。【Ａ】【Ｂ】のいずれも当社ＥＳ
Ｇレーティングを組入れの基準としました。
　マザーファンドにおける投資タイプは、【Ａ】環境・社会課題を解決する事業を行う企業群がポート
フォリオの46％を占めました。その内訳としては、【Ａ】のうち気候変動対策に貢献できる事業が
60％を占め、次いで健康とウェルビーイングに貢献できる事業が13％となりました。これは、グロー
バルに早急な対策が求められる気候変動対策と高齢化社会が進む日本において健康寿命延長や医療費削
減に貢献できる事業活動に注目したからです。

《マザーファンドにおける投資タイプ別比率》 《【Ａ】環境・社会課題を解決する事業を行う企
業に関するマテリアリティ評価項目ごとの比率》

出所：アセットマネジメントＯｎｅ

【Ａ】環境・社会課題を
解決する事業を行う企業

46％

【Ｂ】ＥＳＧ対応力の高い企業
54％

気候変動
60％

健康と
ウェルビーイング

13％

ダイバーシティ＆
インクルージョン

9％

持続可能な都市
6％

サーキュラーエコノミー
6％ サイバーセキュリティ

6％
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≪ＥＳＧレーティングの分布≫
　当社は、同社のマテリアリティ・マップにおける重要な環境・社会課題への企業の対応力を評価して、
ＥＳＧレーティングを付与しております。このＥＳＧレーティングは、マテリアリティ・マップに示す
当社が重視するグローバルな環境・社会課題への企業の取り組みを評価して点数化し、ＥＳＧレーティ
ング（Ａが最良でＦまで付与）に変換したものです。なお、ＥＳＧレーティングがＦ（最低ランク）の
企業の組入れは行いませんでした。また、ＥＳＧレーティングがＡ～Ｃの企業への投資比率は70％以上
を維持しました。

※上記課題は、決算日時点のものであり、社会環境等によって変更する場合があります。
※なお、現在の評価では、持続可能なフードシステムを生物多様性の一部に組み込んでいます。
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9

Ｏｎｅ国内株式ＥＳＧフォーカスファンド＜ＤＣ年金＞

　マザーファンドの組入銘柄のうち、【Ｂ】ＥＳＧ対応力が高い企業群は当社ＥＳＧレーティングのＡ
～Ｃの銘柄を中心に選別しました。基準日時点のマザーファンドにおけるＥＳＧレーティングＡ～Ｃへ
の企業への投資比率は97.0％となりました。

マザーファンドとベンチマークのＥＳＧ総合レーティング分布比較

出所：アセットマネジメントＯｎｅ
※マザーファンドの比率は組入銘柄のウェイトの合計に対する割合です。

※財務パフォーマンスの観点から、ＥＳＧレーティング未付与銘柄も保有する場合があります。

≪マザーファンド組入上位10銘柄≫
No. 銘柄名 組入比率 投資タイプ

【Ａ】もしくは【Ｂ】
投資タイプ【Ａ】の事業に
関連するマテリアリティ

ＥＳＧ総合
レーティング

１ 日立製作所 5.1％ Ａ 気候変動 Ａ
２ 信越化学工業 4.0％ Ａ 気候変動 Ｃ
３ ソニーグループ 3.9％ Ｂ － Ａ
４ トヨタ自動車 3.8％ Ａ 気候変動 Ｂ
５ 東京海上ホールディングス 3.6％ Ｂ － Ａ
６ リクルートホールディングス 3.0％ Ａ ダイバーシティ＆インクルージョン Ｂ
７ 第一三共 3.0％ Ｂ － Ａ
８ ウエストホールディングス 2.9％ Ａ 気候変動 Ｄ
９ ＴＤＫ 2.9％ Ａ 気候変動 Ｂ
10 アシックス 2.8％ Ｂ － Ａ

出所：アセットマネジメントＯｎｅ
※決算日時点において、投資タイプ【Ａ】の銘柄は事業に関連するマテリアリティの評価を重視して評価しているため、ＥＳＧ総合レーティングに

おいてはＤやＥなどの比較的低いレーティングが付与される場合があります。なお、評価方法については今後変更される場合があります。組入比
率は純資産総額に対する割合です。

（％）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ ＥＳＧレーティング
未付与

39.5％39.2％ 39.7％
33.7％

17.8％17.8％

3.0％ 4.9％
0.0％ 1.1％ 0.0％ 0.5％ 0.0％

2.8％
0

10

20

30

40

50

マザーファンド ベンチマーク
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≪マザーファンド組入上位５銘柄のＥＳＧへの取り組み／企業価値との結びつき≫

銘柄名 投資タイプと事業に関連する
マテリアリティ ＥＳＧへの取り組み／企業価値との結びつき

日立製作所 タイプ【Ａ】／気候変動 再生可能エネルギーの需要増加に伴う電力の不
安定性や発電設備の環境負荷の課題に対して、
送配電装置等の制御・運用技術、省エネのソフ
トウェア技術の両方で課題解決に取り組む世界
的に数少ない総合電機企業。

信越化学工業 タイプ【Ａ】／気候変動 家庭用品や自動車、太陽電池向け、建築、土木
用に、石油資源への依存度が低く環境への負荷
が小さい材料を提供。

ソニーグループ タイプ【Ｂ】／ＥＳＧ高対応力 世界の人々を幅広く顧客にする映画やゲーム業
界ではダイバーシティへの配慮が不可欠。同社
はブラックライブズマター（人種差別抗議運
動）等社会的関心事に積極的な意見表明を行
い、米国人権団体の企業平等指数で最高評価を
獲得する等評価を高めている。

トヨタ自動車 タイプ【Ａ】／気候変動 ハイブリッド・ＰＨＥＶ車（プラグインハイブ
リッドカー）での圧倒的な累計生産実績を基に
したコスト競争力が強み。燃料電池車等ＥＶ
（電気自動車）以外のカーボンフリー技術にも
全方位で取り組み、商用車を含めたネットゼロ
モビリティ時代に不可欠な存在を目指す。

東 京 海 上 ホ ー ル
ディングス

タイプ【Ｂ】／ＥＳＧ高対応力 損害保険会社大手として被害者救済費用等補償
特約やドライブエージェントサービス（通信機
能付きのオリジナルドライブレコーダーを活用
したサービス）を付加した保険商品を開発。ま
た、石炭火力発電所および炭鉱開発に対する保
険引き受けを行わないことで気候変動問題の解
決に取り組む。

※上記は個別銘柄の売買を推奨するものではありません。また、当ファンドにおいて今後も上記銘柄の保有を継続するとは限りません。
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Ｏｎｅ国内株式ＥＳＧフォーカスファンド＜ＤＣ年金＞

≪マザーファンドにおけるカーボン排出量インテンシティについて≫
　当社では環境（Ｅ）の観点から、マザーファンドのネットゼロ適合性判定のために加重平均カーボン
排出量インテンシティ＊１をモニタリングしており、ファンドベースで気候変動リスクの低減に努めてい
ます。マザーファンドの加重平均カーボン排出量インテンシティは、48.4ｔ ＣＯ２ｅ／売上高（百万米
ドル）でした。この数値は、当社がファンドごとのネットゼロ適合性判定のために定めているネットゼ
ロ判定基準の指数値（マーケットのネットゼロ適合性を表す数値）の71.8ｔ ＣＯ２ｅ／売上高（百万米
ドル）よりも低く、当社のネットゼロ適合性判定手法に基づいて、ネットゼロに適合しているファンド
であると判断されます。なお、加重平均カーボン排出量インテンシティはＩＳＳ＊２のデータを利用して
算出しています。（ＩＳＳは企業開示がない場合には同社の算定基準によって推計された情報を使用し
ています。）
　なお、当ファンドは、ＥＳＧの環境（Ｅ）の観点にのみに着目するファンドではありません。
＊１　カーボン排出量インテンシティ：企業による二酸化炭素排出量を売上高（百万米ドル）で除したもの

当社のアクティブファンドのネットゼロ適合性は、ファンドの加重平均カーボンインテンシティを判定の基準とします。ファンドの資産クラ
スと投資ユニバースによってあらかじめ定められたネットゼロ判定基準指数の加重平均カーボンインテンシティとの報告年度の数値の比較に
よって、当該年度のネットゼロ適合性が決定します。判定には、ネットゼロ基準指数の2019年時点の加重平均カーボンインテンシティを基
準に、2030年時点での当該数値が50％減となるよう削減軌道を算出し、判定対象のアクティブファンドの当該数値と比較します。アクティ
ブファンドの加重平均カーボンインテンシティがネットゼロ基準指数の加重平均カーボンインテンシティより低ければ、そのファンドはネッ
トゼロ適合ファンドと判定されます。

＊２　Institutional Shareholder Services Inc.

マザーファンドにおける加重平均カーボン排出量インテンシティと
当社ネットゼロ判定指数値

（出所）ＩＳＳのデータを基に当社にて作成

ＩＳＳのデータを基に作成した情報は、Institutional Shareholder Services Inc.に帰属します。書面による事前の許可なく、本情報の全部または
一部の複製または再頒布を禁じます。また、本情報に関して明示的または黙示的な保証または表明を行うものではありません。

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

マザーファンド 当社ネットゼロ判定指数値
（ＦＹ2024）

（単位：ｔ ＣＯ２ｅ／売上高（百万米ドル））

71.8

48.4
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≪当社のエンゲージメント＊、議決権行使の考え方および実施した行動≫
　当社は、中長期的な企業価値の向上、持続可能な社会と経済、およびウェルビーイングの実現のため、
投資先企業へのエンゲージメントが重要であると考えます。投資先企業へのエンゲージメントにあたっ
ては、気候変動、生物多様性・環境破壊、人権・健康とウェルビーイングを含む社会課題の解決を通じ
た企業価値創造と、リスク面だけではなく「リターン＝事業機会の拡大」という観点を重視しており、
実際にそのようにエンゲージメントを行ってきました。
　また、当社は、エンゲージメントが実効的であること、すなわち企業の事業活動へ実際に変化をもた
らすことを重視します。課題に応じて、当該企業のみならず、業界団体や官公庁等の関連したステーク
ホルダーとの対話や、必要に応じて他の投資家と連携することにより、エンゲージメントの実効性を高
めてきました。また、ＥＳＧ課題についての対話の内容や進捗は、議決権行使に反映することで、実態
に即した効果的な企業への働きかけを行ってきました。
　当社では、スチュワードシップ活動を行い、社会の資源が最適に配分されることを促すことで、社会
課題の解決と投資先企業の持続的な企業価値向上の実現を目指してまいります。スチュワードシップ責
任を果たす上で、議決権行使を最も重要な取り組みの一つとして位置付けています。実際の議決権行使
にあたっては、持続的な社会の発展と企業価値向上の同時実現に向け、企業経営が行われるよう議決権
を行使しました。
＊「エンゲージメント」とは、企業と建設的な目的をもった対話を行うことで、企業価値の向上や持続的な成長、企業が抱える課題の解決などを促

すための活動です。

※詳細については、以下の当社ホームページをご覧ください。
「責任ある機関投資家」の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コード≫へのアセットマネジメントＯ
ｎｅの取組方針
https://www.am-one.co.jp/company/sscode/

議決権行使における考え方等について
https://www.am-one.co.jp/company/voting/
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Ｏｎｅ国内株式ＥＳＧフォーカスファンド＜ＤＣ年金＞

≪マザーファンドのエンゲージメント活動報告≫
　マザーファンドの組入銘柄に対する環境、社会、ガバナンス関連のエンゲージメント活動は以下のと
おりです。
　当社が取り組む重要課題とエンゲージメント活動内容、エンゲージメント対象企業数についてまとめ
ています。

No. 重要課題 エンゲージメントの活動内容 企業数＊

１ ダイバーシティ＆
インクルージョン

課題の内容
性、国籍等に基づく差別を解消するだ
けでなく、企業の競争力のために、多
様性・包摂性を確保する

18足もとの取り組み状況
人的資本マネジメントの取組みによ
る、優秀な人材獲得、多様な人材活
用、イノベーションの創出を促す

今後の取り組み方針
投資企業のうち14社が人的資本マネ
ジメントに関して開示を含めた進捗あ
り

２ 気候変動

課題の内容
人為起源の温室効果ガスの排出等を抑
制することで、大気、海洋の温暖化
や、海面水位の上昇を止める

12足もとの取り組み状況

・課題解決に貢献できる企業に対して
は、開示内容の改善を求め、市場評
価の向上を促す

・気候変動対策がビジネスモデルに大
きな影響を与える企業に対しては、
ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タ
スクフォース）等の枠組みに沿った
開示対応を促す

今後の取り組み方針 投資企業のうち３社について開示内容
等の改善あり
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No. 重要課題 エンゲージメントの活動内容 企業数＊

３ その他

課題の内容

ガバナンス：
・親会社や企業オーナー等大株主の利

益を優先することなく、ステークホ
ルダー全体の利益最大化を目指す経
営体制の構築を促す

・事故や従業員の不正問題を未然に防
ぐ経営体制確立を促す

3

足もとの取り組み状況

・取締役会の独立性向上を促す
・事故や従業員の不正問題が起きた企

業に対して、十分な再発防止策の実
行を促す

今後の取り組み方針
投資企業のうち、２社が再発防止策を
発表、残りの１社についても発表済み
の再発防止策の進捗を公表

※当運用報告書の報告対象期間中に保有歴のある銘柄のうちエンゲージメント活動実績がある企業数を計測
出所：アセットマネジメントＯｎｅ
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Ｏｎｅ国内株式ＥＳＧフォーカスファンド＜ＤＣ年金＞

項目
当期

2023年９月28日
～2024年９月27日

当期分配金（税引前） －円
対基準価額比率 －％
当期の収益 －円
当期の収益以外 －円

翌期繰越分配対象額 3,906円

（注１）「当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切
捨てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金
（税引前）」の額が一致しない場合があります。

（注２）当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税引
前）」の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファ
ンドの収益率とは異なります。また、小数点第３位を四捨五
入しています。

（注３）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費
控除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配
に充当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準
備積立金」および「収益調整金」から分配に充当した金額で
す。

ベンチマークとの差異について
　ベンチマークは前期末比で18.9％上昇しました。
　当ファンドはベンチマークを7.8％上回りました。欧米で金融緩和が意識され、市場で長期的な成長
性や割安感がある銘柄が選好される環境下、長期的な視点から環境・社会に貢献しながら成長する企業
を組入れていたことがプラスに寄与しました。

（注）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。

分配金
　当期の収益分配金につきましては基準価額水準および市況動向等を勘案し、無分配とさせていただき
ました。なお、収益分配金に充てなかった収益は信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用
いたします。

■分配原資の内訳（１万口当たり）
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【基準価額とベンチマークの対比】
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今後の運用方針
●当ファンド
　国内株式ＥＳＧフォーカス・マザーファンドを高位に組入れた運用を行います。株式の実質組入比率
は原則として90％程度以上とする積極的な運用を行います。

●国内株式ＥＳＧフォーカス・マザーファンド
　今後の国内株式市場は、企業の堅調な業績から次第に堅調な推移に移っていくと予想するものの、短
期的には日本国内の総選挙や米国大統領選挙への不透明感から不安定な相場展開となる可能性もありま
す。環境・社会課題ごとの解決の進行状況をより細かく注視していき、解決の進捗が期待できる銘柄を
より高いウェイトで保有していくことでリターンの積み上げを狙います。
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Ｏｎｅ国内株式ＥＳＧフォーカスファンド＜ＤＣ年金＞

当ファンドの概要
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 2022年11月16日から無期限です。

運 用 方 針 信託財産の成長を図ることを目的として、積極的な運用を行います。

主要投資対象

Ｏ ｎ ｅ 国 内 株 式
ＥＳＧフォーカスファンド
＜Ｄ Ｃ 年 金＞

国内株式ＥＳＧフォーカス・マザーファンド（以下「マザーファ
ンド」といいます。）受益証券を主要投資対象とします。

国 内 株 式
ＥＳＧフォーカス・
マ ザ ー フ ァ ン ド

わが国の金融商品取引所に上場する株式（上場予定を含みま
す。）を主要投資対象とします。
環境・社会に関する課題を解決する事業を行う企業や、課題解決
へ向けた環境変化に積極的に対応ができる企業統治に優れた企業
を選別し、ＥＳＧ（＊）の観点から企業価値の向上が期待できる銘
柄を組入候補として選定します。なお、ＥＳＧの観点から企業価
値の棄損の可能性が高い銘柄は除外します。
（＊）「ＥＳＧ」とは、環境（Environment）、社会（Social）、

企業統治（Governance）の略称です。

運 用 方 法

主として、マザーファンド受益証券への投資を通じて、わが国の金融商品取引所に上場す
る株式（上場予定を含みます。）に実質的に投資を行い、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）
（配当込み）をベンチマークとして中長期的な観点でこれを上回る投資成果と持続可
能な社会の実現の促進をめざします。
マザーファンド受益証券の組入比率は、原則として高位を維持します。

分 配 方 針

決算日（原則として９月27日。休業日の場合は翌営業日。）に、繰越分を含めた経費
控除後の配当等収益（マザーファンドの信託財産に属する配当等収益のうち、信託財
産に属するとみなした額（以下「みなし配当等収益」といいます。）を含みます。）
および売買益（評価益を含み、みなし配当等収益を控除して得た額）等の全額を分配
対象額とし、基準価額水準、市況動向等を勘案して、分配金額を決定します。
ただし、分配対象額が少額の場合は分配を行わない場合があります。

CC_24155458_02_ostOne_One国内株式ESGフォーカスF（DC年金）_交運_運用経過.indd   17 2024/11/20   17:13:59



18

代表的な資産クラスとの騰落率の比較

当ファンド　　　　：2023年11月～2024年８月
代表的な資産クラス：2019年９月～2024年８月

（注１）すべての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。
（注２）上記期間の各月末における直近１年間の騰落率の平均値・最大値・最小値を、ファンドおよび代表的な資産クラスについて表示し、ファン

ドと代表的な資産クラスを定量的に比較できるように作成したものです。なお、上記の騰落率は決算日に対応した数値とは異なります。
（注３）当ファンドの騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとして計算しています。

＊各資産クラスの指数
日本株……東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み）
先進国株…ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円ベース）
新興国株…ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）
日本国債…ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ国債
先進国債…ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国債…ＪＰモルガンＧＢＩ－ＥＭグローバル・ディバーシファイド（円ベース）
（注）海外の指数は為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しております。

※各指数については後掲の＜代表的な資産クラスとの騰落率の比較に用いた指数について＞をご参照ください。

当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債
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Ｏｎｅ国内株式ＥＳＧフォーカスファンド＜ＤＣ年金＞

当ファンドのデータ
当ファンドの組入資産の内容（2024年９月27日現在）
◆組入ファンド等� （組入ファンド数：１ファンド）

当期末
2024年9月27日

国内株式ＥＳＧフォーカス・マザーファンド 99.3％
その他 0.7

（注１）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注２）現金等はその他として表示しています。なお、その他は未払金等の発生によりマイナスになることがあります。

（注１）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注２）現金等はその他として表示しています。

純資産等

項目 当期末
2024年9月27日

純資産総額 222,267,657円
受益権総口数 159,828,472口

1万口当たり基準価額 13,907円
（注）当期中における追加設定元本額は179,744,630円、同解約元本額は42,161,458円です。

その他
0.7％

親投資信託受益証券
99.3％

◆資産別配分
その他
0.7％

日本
99.3％

◆国別配分
その他
0.7％

日本・円
99.3％

◆通貨別配分
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◆１万口当たりの費用明細
項目 当期

金額 比率
(ａ) 売買委託手数料 16円 0.126％

（株式） (16) (0.126)
合計 16 0.126
期中の平均基準価額は12,507円です。

（注１）基準価額の推移、１万口当たりの費用明細は組入ファンドの直近の計算期間のものです。
（注２）「１万口当たりの費用明細」期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、

簡便法により算出した結果です。金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を
期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。なお、項目の概要につきましては運用報告書（全体版）をご参照ください。

（注３）組入上位銘柄、資産別配分・国別配分・通貨別配分のデータは組入ファンドの直近の決算日現在のものです。
（注４）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注５）現金等はその他として表示しています。
（注６）計算期間中の運用経過や組入全銘柄に関する詳細な情報等については、運用報告書（全体版）に記載されています。

その他
4.1％

国内株式
95.9％

◆資産別配分
その他
4.1％

日本
95.9％

◆国別配分
その他
4.1％

日本・円
95.9％

◆通貨別配分

組入ファンドの概要
［国内株式ＥＳＧフォーカス・マザーファンド］（計算期間　2023年９月28日～2024年９月27日）
◆基準価額の推移 ◆組入上位10銘柄

銘柄名 通貨 比率
日立製作所 日本・円 5.1％
信越化学工業 日本・円 4.0
ソニーグループ 日本・円 3.9
トヨタ自動車 日本・円 3.8
東京海上ホールディングス 日本・円 3.6
リクルートホールディングス 日本・円 3.0
第一三共 日本・円 3.0
ウエストホールディングス 日本・円 2.9
ＴＤＫ 日本・円 2.9
アシックス 日本・円 2.8

組入銘柄数 50銘柄

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

（2023.９.27） （2024.９.27）

（円）
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Ｏｎｅ国内株式ＥＳＧフォーカスファンド＜ＤＣ年金＞

＜当ファンドのベンチマークについて＞
●東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み）
　東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の指数値および同指数にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研
の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・
ノウハウおよび同指数にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有しています。ＪＰＸは、同指数の指数値の算出
または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものではな
く、本商品の設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。

＜代表的な資産クラスとの騰落率の比較に用いた指数について＞
●「東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）」は、日本の株式市場を広範に網羅し、投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチ
マークです。同指数の指数値および同指数にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会
社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・ノウハ
ウおよび同指数にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有しています。

●「ＭＳＣＩコクサイ・インデックス」は、ＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．が開発した株価指数で、日本を除く世界の主要先進国の株価指数
を、各国の株式時価総額をベースに合成したものです。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．
に帰属します。また、ＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

●「ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス」は、ＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．が開発した株価指数で、新興国の株価指数を、
各国の株式時価総額をベースに合成したものです。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．
に帰属します。また、ＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

●「ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ国債」は、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が国内で発行された公募利
付国債の市場全体の動向を表すために開発した投資収益指数です。同指数の知的財産権その他一切の権利は野村フィデューシャ
リー・リサーチ＆コンサルティング株式会社に帰属します。なお、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式
会社は、同指数の正確性、完全性、信頼性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いま
せん。

●「ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）」は、ＦＴＳＥ　Ｆｉｘｅｄ　Ｉｎｃｏｍｅ　ＬＬＣにより運営され、日本を除
く世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。同指数はＦＴＳＥ　Ｆｉｘｅｄ　
Ｉｎｃｏｍｅ　ＬＬＣの知的財産であり、指数に関するすべての権利はＦＴＳＥ　Ｆｉｘｅｄ　Ｉｎｃｏｍｅ　ＬＬＣが有して
います。

●「ＪＰモルガンＧＢＩ－ＥＭグローバル・ディバーシファイド」は、Ｊ．Ｐ．モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーが公
表している新興国の現地通貨建ての国債で構成されている時価総額加重平均指数です。同指数に関する著作権等の知的財産その
他一切の権利はＪ．Ｐ．モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーに帰属します。また、同社は同指数の内容を変更する権利
および公表を停止する権利を有しています。
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